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ブルガリア月報【２０１6 年１月】

平成２８年２月

在ブルガリア日本国大使館

概観

【政治・社会】

・１９日にヌーランド米国務次官補，２９日にオルバーン・ハンガリー首相がブルガリアを訪問し

た。

・２７日，欧州委員会は，ブルガリアにおける司法改革等の進展に関する協力・検証メカニズム（Ｃ

ＶＭ）に基づく２０１６年の報告書を公表した。

・２８日，ボリソフ首相はタネフ教育科学相を更迭した。



【経 済】

・１９日，ブルガリア独立エネルギー取引所（ＩＢＥＸ）が正式に始動し，電力市場の自由化が開

始した。


この月報はブルガリア各種メディアの報道等をとりまとめたものであり，在ブルガリア日本大使館の意見や判断を反映するものではあ

りません。

政治・社会

１．内政

（１）政府・国民議会の動き

◆司法改革委員会の設立

１３日，政府は閣僚評議会下の常設機関として

司法改革委員会を設立することを決定した。同委

員会は，改革戦略の実施を調整し，設定目標の実

現を監視する他，戦略目標の達成のためのロード

マップを採択し，文書や活動について議論する。

同委員会には司法，行政，その他組織の代表者，

ＮＧＯ，有識者が参加する。

◆電子投票の導入を支持する決定の採択

２１日，国民議会は電子投票の導入を支持する

決定を採択した。投票の秘匿性，選挙過程の民主

的コントロール，情報システムのセキュリティが

法的に確保された場合，選挙及び国民投票での電

子投票が可能となる。賛成は１３６票（ＧＥＲＢ，

改革派ブロック，ＡＢＲ，ブルガリア民主センタ

ー，ＭＲＦ），反対は５６票（ＢＳＰ左派ブルガリ

ア，愛国戦線，アタッカ）だった。

電子投票導入の是非は昨年１０月２５日に実施

された国民投票で問われ，投票の結果，導入を義

務づけるのに必要な投票率には達しなかったもの

の，国民議会で審議されることになっていた。国

民議会の法務委員会は２月２９日までに電子投票

の導入を規定する法律を含め，選挙に関する全て

の新法について議論を行う必要がある。また，同

委員会は，ＥＵ法に規定された電子投票に関する

全ての可能性・手続を分析及び検討する必要があ

る。



◆プレヴネリエフ大統領の就任４周年会見

２１日，プレヴネリエフ大統領とポポヴァ副大

統領は就任４周年に際しての記者会見を行った。

同会見において，プレヴネリエフ大統領は次期大

統領選への立候補についての言及を拒否し，候補

者の氏名を挙げるのは時期尚早である，と述べた。

同大統領は，国民の信頼を勝ち取り，将来のブ

ルガリアの政治において重要な役割を果たそうと

する者は，４つのシンプルな事項，すなわち電子

政府，公平な司法行政，より多くの国民投票及び
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社会的責任のある非オリガルヒ経済を保証すべき

である，と述べた。また，同大統領は，２０１５

年末に可決された憲法改正は前進であるが，より

包括的で深い司法改革への勇気及び政治的意志が

欠如しているとの印象も与えた，来たる司法権法

及び手続法の改正と汚職防止法の可決が，逸失し

た機会を取り戻すのに役立つだろう，と述べた。

同大統領は，今日における最大の挑戦は団結し

た平和な欧州に向けたプロジェクトへの長期的な

展望，目標及びビジョンに立ち返ることである，

ＥＵは１１の危機に直面しており，それらのどれ

もがブルガリアを含むＥＵの持続的な不安定を引

き起こす可能性がある，と述べ，経済の停滞，金

融・債務危機，難民危機，ギリシャ及びウクライ

ナ危機，テロリズム，シェンゲン及びＥＵ域内の

自由移動への脅威，その他の問題を指摘した。

◆１０の各国とブルガリアとの商工会議所が

司法改革の遅延を懸念する書簡を発出

２５日，１０の各国とブルガリアとの合同商工

会議所が共同で，司法改革の実施が遅れているこ

とへの懸念を表明する書簡をボリソフ首相，プレ

ヴネリエフ大統領，国民議会議長，法相等宛に発

出した。書簡を発出したのは，米国，ベルギー，

ルクセンブルク，スイス，英国，ドイツ，イタリ

ア，スペイン，フランス，オランダ各国とブルガ

リアとの合同商工会議所である。同書簡では，ブ

ルガリアにおける司法改革の重要性を強調し，司

法改革の欠如は外国投資を遠ざけると警告してい

る。

◆欧州委員会によるＣＶＭ報告書の公表

２７日，欧州委員会はブルガリアにおける司法

改革及び汚職・組織犯罪対策の進展に関する協

力・検証メカニズム（ＣＶＭ）に基づく２０１６

年の報告書を公表したところ，概要は以下の通り。

ブルガリアの改革は政治的に不安定な情勢が続

いたことから進展が見られない状況であったが，

２０１５年は司法改革への取組みが行われた。今

後の行動に向けた詳細な計画は，司法改革及び汚

職対策の２つの国家戦略である。２０１６年はこ

れらの戦略を具体的かつ目に見える進展につなげ

ることが主な課題である。

ブルガリアは２０１５年１２月に憲法を改正し

た。内容は改正案提出時と大きく異なる部分もあ

るものの，高等司法評議会（ＳＪＣ）の改革に向

けた重要なステップである。司法改革戦略に盛り

込まれた全ての対策が立法化されるよう引き続き

フォローする必要がある。

それ以外の取組みは進展が見られなかった。最

たるものは汚職対策戦略である。統合された汚職

対策局の創設を目指した汚職対策法案は議会で否

決された。ハイレベルの汚職及び組織犯罪の各事

案に対する対策についても進展は遅く，ブルガリ

ア当局の司法に対する公共の信頼は依然として損

なわれている。

クネヴァ副首相は，記者会見において，同報告

書はブルガリアの司法改革及び汚職・組織犯罪対

策を客観的に評価している，将来においてより多

くの努力が必要であるとのシグナルが明確に示さ

れている，と述べた。また，ザハリエヴァ法相は，

批判の大部分がＳＪＣに向けられており，政府は

関連法の整備を行う予定である，と述べた。

なお，２６日，クネヴァ副首相，ＧＥＲＢ及び

改革派ブロックはＣＶＭ報告書の公表を前に，Ｓ

ＪＣの全委員に対し，同機関は既に国民の信頼を

失っているとして辞任するよう促した。これに対

し，２７日，ＳＪＣは政治勢力の司法への介入で

あるとしてかかる辞任の要請を斥ける声明を発出

した。



◆タネフ教育科学相の更迭

２８日，ボリソフ首相は，教育科学省及び教育

全般に関する組織上の問題を理由として，タネフ

教育科学相及びそのチームの辞職を求めた。同日，

ボリソフ首相は，タネフ氏を教育科学相に推薦し

た連立パートナーの改革派ブロックの幹部と会談

し，教育分野の改革を継続する新たな教育科学相

のチームを推薦するよう依頼した。ボリソフ首相

はタネフ教育科学相の更迭に関し，十分に公的な
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議論が行われないまま教育分野の政策変更を行う

ことは許されない，と述べた。

最近，教育科学省が学習指導要領の改訂におい

て，ブルガリアの歴史におけるオスマントルコに

よる支配についての記述を「トルコによる奴隷的

支配」から「トルコとの共生」に変更しようとし

たり，ブルガリアの古典文学の一部を必修課題か

ら外そうとしたりする動き等が報じられ，市民の

反発を引き起こしていた。

（注：２月１日，タネフ教育科学相は辞任し，同

月３日，クネヴァ副首相が新教育科学相に選出さ

れ，副首相と教育科学相を兼任することになっ

た。）

（２）政党の動き

◆メスタン前ＭＲＦ党首解任時のトルコ大使

の行動に対する勧告

１３日，ボリソフ首相は国民議会において，ブ

ルガリア外務省がギョクチェ駐ブルガリア・トル

コ大使を呼び出し，「同大使の行動」に関する口上

書を発出したことを明らかにした。同大使は，メ

スタンＭＲＦ党首（当時）が昨年１２月２４日に

解任される直前，身の危険を感じた同党首を約１

日間，トルコ大使館に保護したとされる。

１６日，ミトフ外相は，同大使の行動は「外交

関係に関するウィーン条約」の範囲を超えている

として，同大使に同条約を遵守すること及びブル

ガリアへの内政干渉であるとの印象を払拭するよ

う努力することを求めた。

◆ＧＥＲＢと改革派ブロックの連立合意文書

の改定作業開始

２０日，連立与党のＧＥＲＢ及び改革派ブロッ

ク（ＲＢ）の作業グループが連立合意文書の付属

書に関する協議を開始した。両者は，今後１０～

１５日にかけてより詳細が明らかになるだろうと

の見通しを示した。ＲＢは昨年１２月，「強いブル

ガリアのための民主主義者（ＤＳＢ）」を除くＲＢ

構成政党が連立政権に残留することを確認すると

ともに，ＧＥＲＢとの連立合意文書を更新するこ

とを決定していた。

（３）その他

◆不法移民１１１名をマリッツァ川で救出

１３日，内務省は，広範囲にわたる取締り作戦

の結果，不法移民１１１人がマリツァ川で溺れて

いるところを救出したと発表した。検察当局は，

救出された移民のうち６０人は子供で，その大多

数は５歳未満であると発表した。彼らは不法移民

を幇助するトルコ人によってボートで運ばれ，マ

リッツァ川沿いの国境を渡り，ブルガリア領内の

島に取り残されたと見られる。移民はブルガリア

当局に対し，シリア人であると自称している。

また，内務省は，ソフィア市中心部及びアラブ・

中東諸国出身者が多く住んでいることで知られる

他の地域で個別の取締りを実施し，計１０８人を

拘束したことを明らかにした。

◆高等司法評議会とＳＭＳを巡る問題

１４日，パノフ最高破棄裁判所長官は高等司法

評議会（ＳＪＣ）の定例会議において，ボリソフ

首相から転送されたＳＭＳメッセージを明らかに

した。これにより同会議は一時中断された。同Ｓ

ＭＳは，ヤネヴァ元ソフィア市裁判所長とチェナ

ロヴァ元判事の電話記録についての調査の進展に

関し，政治の司法への介入を示唆するものと見ら

れる。同ＳＭＳは，あるＳＪＣ委員がボリソフ首

相に送信したものとされたが，ＳＪＣ委員の中に

該当者は見つからず，真の送信者は不明のままと

なった。ボリソフ首相は送信者を明らかにしてい

ない。

◆ムスタファ・ハジがムフティ長に再選

２４日，ソフィアの国立文化宮殿（ＮＤＫ）で

全国ムスリム定期会議が開催され，現職のムスタ

ファ・ハジがムフティ長に再選された。他の候補

者はいなかった。



◆ヒムコ肥料売却に際しての賄賂要求疑惑

２５日，検察当局及び国家保安庁（ＳＡＮＳ）
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は，破綻したヒムコのヴラッツァにある肥料工場

の売却にかかる賄賂要求疑惑について捜査を開始

した。米国の投資家ＡＮＪグループのアロノフ社

長がボリソフ首相やツァツァロフ検事総長宛に送

付した書簡によると，昨年，同社長は同工場の買

収交渉中にボリソフ首相の補佐官と名乗るボグダ

ノフという人物から５０万ユーロの賄賂を要求さ

れた。政府広報局は，ボグダノフという名前の首

相補佐官はいないとしている。なお，同工場につ

いては，ＭＲＦのペエフスキ議員の支配下にある

ＮＳＮインベストメントが唯一の入札者となり，

購入者として承認されたとされる。



◆国民議会前での反政府抗議行動

２８日，２００名を超える人々が国民議会の前

で政府の退陣を求める抗議行動を行った。本抗議

行動は，ソーシャル・メディアを通じて組織され

た。抗議行動は平和的に進行し，交通を妨害する

ことはなかった。内務省によると，同集会に関連

し１６名が拘留された。バチヴァロヴァ副首相兼

内相は２７日，翌２８日に抗議行動が予定されて

いるとの情報があるが，抗議行動は明確な政治的

代表者がいない集団により組織されているため，

そのプロセスは監視されている，と述べていた。



２．外政

◆バチヴァロヴァ副首相兼内相の訪中及び警

察協力協定の署名

１１日，中国訪問中のバチヴァロヴァ副首相兼

内相及び中国のGuo Shengkun公安部長は北京にお

いて，犯罪防止及び犯罪対策に関する協定に署名

した。法執行分野における二国間協力の法的枠組

みが最後に改定されたのは１９９６年である。

同協定は，国際テロリズム，組織犯罪，人身・

麻薬・小火器取引を含む広範囲の犯罪に対処する

際の効率的な警察協力のための基礎を提供するも

のである。また，同協定は専門家の交流や警察訓

練に加え，協定を実施する機関の範囲拡大も提供

する。ブルガリア側の実施機関は内務省及び国家

保安庁となる予定である。さらに，ブルガリア側

は個人情報保護に関する明示的規則を獲得した。

内務省によると，かかる規則がないことは二国間

の効率的な警察協力の障害となってきた。

◆ダシス欧州経済社会評議会議長のブルガリ

ア訪問

１４日，欧州経済社会評議会（ＥＥＳＣ）のダ

シス議長がブルガリアを公式訪問した。同議長は，

ツァチェヴァ国民議会議長，カルフィン副首相兼

労働社会政策相と会談した。また，同議長はブル

ガリア経済社会評議会（ＥＳＣ）のメンバーと会

談し，市民対話の進展における経験について議論

した。

◆ナルバンジャン・アルメニア外相のブルガ

リア訪問

１５日，アルメニアのナルバンジャン外相がミ

トフ外相の招待によりブルガリアを公式訪問した。

両外相は，二国間関係，経済協力，アルメニアと

ＥＵとの対話，輸送インフラの進展について議論

した。プレヴネリエフ大統領はナルバンジャン外

相との会談で，アルメニアとＥＵの関係深化にお

いて，ブルガリアはアルメニアのパートナーとな

る用意がある，我々はアルメニアのＥＵとの協調

プロセスを支持しており，ＥＵとの枠組み協定の

交渉が成功裏に終わることを希望する，と述べた。

また，両者は二国間関係深化の展望についても議

論し，ブルガリアのアルバニア移民及び両国の文

化的類似性は，二国間協力拡大のための前提条件

となるとした。ナルバンジャン外相はツァチェヴ

ァ国民議会議長とも会談した。

◆ミトフ外相：ＥＵ外務理事会出席

１８日，ミトフ外相はブリュッセルで行われた

ＥＵ外務理事会に出席した。同外相は記者団の質

問に対し，ブルガリアは次期国連事務総長選挙に

おけるブルガリアの候補者を推薦する書簡を３月

までに発出する，と述べた。

◆ヌーランド米国務次官補のブルガリア訪問
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１９日，ヌーランド米国務次官補（欧州・ユー

ラシア担当）がブルガリアを訪問し，プレヴネリ

エフ大統領，ボリソフ首相及びネンチェフ国防相

とそれぞれ会談した。

プレヴネリエフ大統領はヌーランド米国務次官

補との会談において，ブルガリア・米国間の戦略

的パートナーシップは，ブルガリアのみならず地

域全体にとっても極めて重要であると述べるとと

もに，この戦略的パートナーシップが昨年のケリ

ー国務長官のブルガリア訪問によって再確認され

たことに満足の意を表明した。

同会談では，安全保障・防衛，エネルギー安全

保障，法の支配及び教育・国民間協力の各分野に

おける戦略対話推進のための両国間の作業部会が

順調に機能していることについても言及がなされ

た。同大統領は，ブルガリアがＮＡＴＯウェール

ズ首脳会合で合意された即応性行動計画及び防衛

予算の増額を着実に実施していることに言及した。

また，同大統領は，２０１５年９月にソフィアに

おけるＮＡＴＯ軍連絡・調整隊が活動を開始した

ことの重要性にも言及した。

ボリソフ首相とヌーランド米国務次官補は，移

民危機及び安全保障上の脅威に対応するため，二

国間の防衛協力について議論するとともに，テロ

対策における両国の法執行機関間の連携を賞賛し

た。エネルギー安全保障に関し，ボリソフ首相は，

ブルガリアとギリシャとのガスの相互接続管建設

計画が開始されたことを紹介するとともに，ブル

ガリアはバルカン・ガスハブ計画について支持を

得られていると述べた上で，これらの計画は黒海

での天然ガスの採掘調査と相まって，ブルガリア

のエネルギー独立を確保し，ガス供給源とルート

の多角化の機会をもたらすものであると説明した。

ネンチェフ国防相とヌーランド米国務次官補と

の会談では，二国間及びＮＡＴＯにおける協力の

促進について話し合われた。両者は，ブルガリア

軍，特に空軍の近代化，ＮＡＴＯウェールズ首脳

会合でのコミットメントを踏まえた防衛予算の増

大，米国による東欧のための安全保障計画，「大西

洋の決意」作戦及び黒海における軍事協力の可能

性について検討した。

◆シーヤルトー・ハンガリー外務貿易相のブ

ルガリア訪問

２１日，シーヤルトー・ハンガリー外務貿易相

がブルガリアを公式訪問した。シーヤルトー外相

は，ミトフ外相との会談後の記者会見において，

欧州の機関がブルガリアのシェンゲン加入に着手

する際の障害は見当たらない，ＥＵ域外境界の防

衛は重要であり，この点でブルガリアが成し遂げ

てきたことは大いに賞賛されると述べた。ミトフ

外相は，追加的になすべきことは，ギリシャがＥ

Ｕ域外との境界において厳格な管理を行うことで

あると発言した。シーヤルトー外相は，サウスス

トリーム・ガスパイプライン計画が頓挫したこと

は非常に残念であると述べた。

シーヤルトー外相の表敬を受けたボリソフ首相

は，エネルギー多角化のためのブルガリア政府の

努力について説明し，ブルガリアにおけるガス・

ハブの設置計画を紹介した。

シーヤルトー外相はルカルスキ経済相と会談し，

二国間経済協力に関する政府間委員会の設置に合

意した。

◆プレヴネリエフ大統領・ミトフ外相：欧州

評議会議員会議出席

２６日，プレヴネリエフ大統領及びミトフ外相

はストラスブールで開催された欧州評議会議員会

議（ＰＡＣＥ）冬期セッションに出席した。プレ

ヴネリエフ大統領は，ヤーグラン欧州評議会事務

局長，アグラムント新ＰＡＣＥ議長，ミュイース

ィニエクス人権委員，フレコン地方自治体会議議

長，ライモンディ欧州人権裁判所長官とも会談し

た。



◆プレヴネリエフ大統領：イタリア訪問

２７日及び２８日，プレヴネリエフ大統領はイ

タリアを訪問し，ローマで開催された，急進化・

過激化が宗教間対話に与える問題に関する国際フ

ォーラムに出席した。同フォーラムはイタリア上
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院の後援の下，アゼルバイジャンのニザミ・ガン

ジャビ国際センター及びイタリア国際組織社会

（ＳＩＯＩ）により運営された。同大統領は，宗

教を基盤とした急進化及びその結果としての国際

テロの拡大に関する懸念を表明した。

同大統領はローマ滞在中，イタリアのマッタレ

ッラ大統領と会談した。両大統領は，今後のＥＵ

拡大やＥＵ近隣諸国との関係，二国間の経済関係，

難民問題，エネルギー情勢等について議論した。



◆オルバーン・ハンガリー首相のブルガリア

訪問

２９日，ブルガリア訪問中のオルバーン・ハン

ガリー首相はボリソフ首相と会談し，難民危機へ

の対処及び欧州における安全保障の確保について

議論した。ボリソフ首相は，自身の考えであるＥ

Ｕ域外国境の一時閉鎖について改めて述べ，難民

の流入問題が解決されるまで，我々は少なくとも

一歩前進しＥＵ域外国境を即時閉鎖することがで

きると引き続き信じる，と述べた。

ボリソフ首相は，多くのＥＵ諸国が数千人もの

難民を拒否し始めているのを見ているとし，ギリ

シャ，マケドニア，セルビア経由のルートを通じ

た難民流入が永続することは不可能であるため，

我々は難民に対してより正直になることを望むと

述べた他，欧州共通の立場を有することの重要性

についても言及した。

オルバーン首相は，シェンゲン加入に向けたブ

ルガリアの成果をＥＵが認めないのは誤りである，

と述べ，新たな条件が定められ，ブルガリアが難

民危機の対処において達成した最良の結果が認識

されないのは公平ではない，と付言した。また，

オルバーン首相は，欧州が公正であろうとするな

らブルガリアをシェンゲン圏に招請しなければな

らない，と述べた。

オルバーン首相は，難民危機は転換点に来てい

る，最近までこの大規模難民は経済・文化的問題

として扱われてきたが，ここ数週間は安全保障の

問題となっている，なぜなら我々の日々の安全が

危険にさらされているからである，テロの脅威は

増大しており公共秩序は悪化していると信じる，

と述べた。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

経 済

１．マクロ経済

◆１１月までの輸出総額は前年同期比５．

３％増

１１日発表の国家統計局の暫定データによると，

昨年１月から１１月までの期間における輸出総額

は４１９億レヴァで前年同期比５．３％増となっ

た。また，同期間における輸入総額は４７４億レ

ヴァで同１．４％増となった。同期間における貿

易収支は５４．５億レヴァの赤字となり前年同期

比１４．５億レヴァ減となった。

昨年１月から１１月までの期間における対非Ｅ

Ｕ輸出は１５０億レヴァで前年同期比０．４％増

となった。主な輸出相手国はトルコ，中国，セル

ビア，ロシア等である。また，同期間における対

非ＥＵ輸入は１７０億レヴァで前年同期比５．

８％減となった。主な輸入相手国はロシア，トル

コ，中国，ウクライナである。同期間における対

非ＥＵ貿易収支は１９．９億レヴァの赤字となっ

た。

昨年１月から１０月までの期間における対ＥＵ

輸出は総額２４４億レヴァで前年同期比９％増と

なった。主な輸出相手国はドイツ，イタリア，ル

ーマニア，ギリシャ等である。また，同期間にお

ける対ＥＵ輸入は総額２７３億レヴァで同５．

７％増となった。主な輸入相手国はドイツ，イタ
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リア，ルーマニア，スペイン，ギリシャである。

同期間における対ＥＵ貿易収支は２８．９億レヴ

ァの赤字となった。



◆１２月のインフレ率は前月比０％

１４日の国家統計局の発表によると，１２月の

インフレ率は前月比０％となった。前年同月比で

はマイナス０．４％となった。１２月は前月比で

運輸が１．１％，文化・娯楽が２．３％値上がり

した一方，通信が０．６％，食料・非アルコール

飲料が０．５％値下がりした。なお，過去１２ヶ

月間（２０１５年１月－２０１５年１２月）の平

均インフレ率は前年同期比マイナス０．１％とな

った。



◆１１月までの外国直接投資は約１４．７億

ユーロ

１８日発表のブルガリア国立銀行（ＢＮＢ）の

暫定データによると，今年１月から１１月までの

外国直接投資（ＦＤＩ）は１４億６７００万ユー

ロ（対ＧＤＰ比３．３％）となり，前年同期比で

２０．６％増となった。

同期間における資本投資は９億８８００万ユー

ロで前年同期比１０５％増となった。この増加は

ルコイル・ネフトチム・ブルガス社（親会社はオ

ランダ資本）の取引によるものであるとの指摘が

ある。一方，不動産投資はロシアの顧客の減少に

伴い，前年同期比で大きく減少した。

なお，１１月単月のＦＤＩは９６７０万ユーロ

となり，前年同月の２億１８８０万ユーロと比較

して大きく減少した。



◆世銀報告書：ブルガリアの労働人口は２０

５０年に半減

２１日，世銀はブルガリアの労働人口は２０５

０年に半分になると予測する報告書を発表した。

現在，１６～６４歳の人口は約５００万人である

が，高い死亡率及び海外への移民により２５０万

人に半減すると予測している。同報告書は，ブル

ガリアは人口動態の変化に適応し，経済成長を強

化するため人々の技能向上に投資する必要がある

としている。また，若年層及びロマ人の低い労働

市場参加率は，労働市場の求める能力と人々の有

するスキルのミスマッチによるとし，特にロマ人

に対する職業能力の向上を優先して行うべきであ

るとしている。また，同報告書はブルガリアにお

ける生涯教育の欠如も指摘している。



２．経済政策，産業

（１）エネルギー関連

◆電力市場自由化の開始

１９日，ブルガリア独立エネルギー取引所（Ｉ

ＢＥＸ）が正式に始動し，電力市場の自由化が開

始した。現在，国営のマリッツァ・イースト２火

力発電所，コズロドゥイ原発，国営電力公社（Ｎ

ＥＫ）を含む１９社が電力の取引市場に参加して

いる。今後は，一般家庭や中小企業も段階的に自

由市場に参加できるようになる見通し。

１９日の取引初日の平均価格は４４．０６レヴ

ァ／ＭＷｈ，取引数は２４だった。現在は市場参

加者が少ないことから日により価格変動が大きい

状態が続いているが，比較的低価格での取引とな

っている。

◆ロシア企業とのコズロドゥイ原発運転期間

延長に関する契約の署名

２８日，ソフィアで開催中のブルガリア・ロシ

ア政府間経済・科学技術委員会において，コズロ

ドゥイ原発の運転期間の６０年までの延長に関す

る契約が，ブルガリア側（コズロドゥイ原発）と

ロシア側（ロスアトム・サービス・リスクエンジ

ニアリング）との間で署名された。署名された契

約によると，原子炉の構造，システム及び部品の

残余資源に関する分析，見積もり及び定量評価が

実施される予定である。

ペトコヴァ・エネルギー相によると，本契約は，

エネルギー分野における政府の主な優先事項の一

つであるコズロドゥイ原発５号基及び６号基の運

転期間の延長に関連するものである。同エネルギ

ー相は，本プロセスは一定のタイムフレームに関
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するものであるため，ロシアのパートナーとの協

力は非常に重要である，６号基の運転期間の６０

年までの延長に関連し，各プロセスで分析及び根

拠付けが行われる予定である，これは複雑で技術

的なプロセスであり，２つの企業を統合したコン

ソーシアムにより実施される予定である，と述べ

た。

（２）非ＥＵ諸国との関係

◆ブルガリア・ロシア政府間経済・科学技術

委員会の開催

２８日，ブルガリア・ロシア政府間経済・科学

技術委員会がソフィアにおいて開催された。ブル

ガリア側はルカルスキ経済相とペトコヴァ・エネ

ルギー相が，ロシア側はゲラシモフ第一法務次官

が議長を務めた。両国は，二国間関係の優先分野

として，貿易，投資，地域協力，さらに，エネル

ギー，観光，建設，農業，ＩＣＴ，輸送，造船，

科学及び教育分野における中小企業間協力を挙げ

た。次回委員会は２０１７年初めにモスクワで開

催される予定である。

ペトコヴァ・エネルギー相及びゲラシモフ第一

法務次官は記者会見で，両国は本委員会において，

ブルガリアにおけるガスハブの設立について議論

した，と述べた。同エネルギー相は，我々は同ガ

スハブの設立に関する立場及び同プロジェクトの

利点を説明した，と述べた。ロシア側には，同プ

ロジェクトはＥＵ規則に完全に対応し，第三次エ

ネルギーパッケージに合致する必要があるため，

欧州委員会に提出されたことが説明された。ゲラ

シモフ第一法務次官は，同プロジェクトの詳細に

ついて議論が行われた，ロシア側は同プロジェク

トに関心を有している，欧州委員会の立場を整理

した文書がないことから我々は楽観視することを

差し控える，と述べた。また，同次官は，欧州委

員会は一連の技術文書を承認すべきであり，承認

がなければ同プロジェクトを進めることは困難で

ある，欧州委員会の承認が得られれば効率的な協

力が促進されるだろう，と述べた。

ゲラシモフ第一法務次官は，サウスストリーム

計画に関し，近い将来に同計画の解決策が見つか

ることはないであろうと述べた上で，同計画はロ

シアが中止したのではなく，中止せざるを得ない

ような状況に追い込まれたのであると付言した。

同次官は，ブルガリア領内のパイプラインを建設

するはずであった事業会社「サウスストリーム・

ブルガリア（ＳＳＢ）」の閉鎖問題については言及

しなかった。同事業会社の株式は，ブルガリア・

エネルギー・ホールディング（ＢＥＨ）とガスプ

ロムが半数ずつ保有している。ペトコヴァ・エネ

ルギー相は，主に給与支払いから成るＳＳＢの経

費を削減する決定がなされたとのみ説明した。Ｂ

ＥＨのコーエン業務執行取締役は記者団に対し，

ＳＳＢの閉鎖を最初に求めた株主は制裁を受ける

可能性があり，これはブルガリア側がＳＳＢの閉

鎖に踏み切らない理由でもあると語った。

（３）ＥＵ関連

◆欧州司法裁判所がカリアクラ地区における

ブルガリアのＥＵ法違反を認定

１４日，欧州司法裁判所（ＥＣＪ）は，ブルガ

リアはカリアクラ特別保護地区においてＥＵ法を

違反しているとの決定を下した。

２０１４年３月，欧州委員会はカリアクラ地域

における固有の生息地及び重要種の保護を怠った

として，ブルガリアをＥＣＪに提訴した。同地域

は絶滅危惧種の移動経路及び休息地となっている

が，多数の風力タービンその他装置が建設されて

きた。ＥＣＪは，ブルガリアはカリアクラ特別保

護地区を鳥類の保護のために重要な地域とするこ

とを怠ったと判断した。ブルガリア政府は風力発

電所など同地域で行われる各種プロジェクトに許

可を与えてきた。なお，本決定には，ブルガリア

に課される罰金や罰則は示されていない。

◆ＥＵ基金の消化率は９８％に到達

２９日，ドンチェフＥＵ基金・経済政策担当副

首相は国民議会の質疑において，ＥＵの実施プロ

グラム下でブルガリアに支払われたＥＵ基金は総

額１０８億ユーロであり，ブルガリアが使用でき
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る予算の９８％超である，と述べた。

ドンチェフ副首相によると，ブルガリアのＥＵ

からの純受益額（ＥＵからの受領額とＥＵへの支

払額の差）は現在５０億ユーロである。これまで

ブルガリアは７７億ユーロの償還を請求したが，

請求書の送付は続いており，今後数ヶ月にわたり

これらが償還される可能性がある。



（４）その他

◆政府・ビジネス代表者間会合の開催

１９日，第１０回ブルガリア政府・ビジネス代

表者間会合が開催され，ブルガリア訪問中のハー

ン欧州委員，プレヴネリエフ大統領，ボリソフ首

相等が出席した。

ハーン欧州委員（欧州近隣政策・拡大担当）は，

ＥＵにとって目下の問題は引き続き難民危機であ

る，いずれの国も自らの問題として捉えていない

ことが問題であり，解決のためにＥＵが一致して

取り組むべきである，と述べた。

プレヴネリエフ大統領は，緊急の改革が必要な

案件として，司法改革，電子サービス及び電子政

府，政府調達の透明性，汚職対策法が挙げられる

が，中でも司法改革が中心的な案件である，経済

危機にもかかわらず，ブルガリア経済は順調に発

展している，と述べた。また，同大統領は，ブル

ガリアは今後欧州統合を更に推進するべく，シェ

ンゲン圏への加入，欧州為替相場メカニズムへの

参加及びユーロ圏への加入，欧州エネルギー連合

の設立，欧州銀行の単一監督メカニズムへの参加

といった課題に取り組む必要がある，と述べた。

ボリソフ首相は，ブルガリアの財政，経済状況

を極めて楽観的に見ている，７０億レヴァものＥ

Ｕ基金が昨年ブルガリアに配分され，現在案件を

実施しているが，これにより今年から来年にかけ

てビジネスの質と競争力が高まり，輸出が増加す

ると見込んでいる，と述べた。また，同首相はエ

ネルギー問題について，破棄されたサウスストリ

ーム・ガスパイプラインの最近の動向の他，ギリ

シャ，セルビア，ルーマニア及びトルコとのガス

相互接続管事業について説明した。
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ブルガリア内政・外交の動き(１月)

  在ブルガリア大使館

１（金）

２（土）

３（日）

４（月）

５（火）

６（水）

７（木）

８（金）

９（土）

10（日）

11（月） ☆バチヴァロヴァ副首相兼内相：中国訪問，警察協力協定の署名

12（火）

13（水）

14（木）

15（金） ★ナルバンジャン・アルメニア外相：ブルガリア訪問

16（土）

17（日）

18（月）

19（火） ●ブルガリア独立エネルギー取引所（ＩＢＥＸ）の正式始動（電力自由市場の開始）

★ヌーランド米国務次官補：ブルガリア訪問

20（水）

21（木） ●電子投票の導入を支持する国民議会決議の採択

★シーヤルトー・ハンガリー外務貿易相：ブルガリア訪問

22（金）

23（土）

24（日）

25（月）

26（火）

27（水） ●欧州委員会によるＣＶＭ報告書の公表

☆プレヴネリエフ大統領：イタリア訪問

28（木） ●タネフ教育科学相の更迭

29（金） ★オルバーン・ハンガリー首相：ブルガリア訪問

30（土）

31（日）
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ブルガリア経済指標の推移 （出典：国家統計局，中央銀行）

6

7

8

9

10

11

12

13

14

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

＜
千

人
＞

失業者数及び失業率

失業者数 失業率

-7.0

-6.0

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

-3,500.0

-3,000.0

-2,500.0

-2,000.0

-1,500.0

-1,000.0

-500.0

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

＜
対

G
D

P
比

％
＞

＜
百

万
レ

ヴ
ァ

＞

財政収支

財政収支 財政収支（％）

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

45000

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

＜
百

万
ユ

ー
ロ

＞

対外債務

政府部門対外債務 民間部門対外債務

-10000

-8000

-6000

-4000

-2000

0

2000

4000

6000

8000

10000

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

＜
百

万
ユ

ー
ロ

＞

貿易赤字と外国投資

外国投資 貿易収支

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

＜
レ

ヴ
ァ

＞

＜
％

＞

GDP成長率と国民一人当たりＧＤＰ

GDP成長率 GDP per Capita

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

 -

 100

 200

 300

 400

 500

 600

 700

 800

 900

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

＜
％

＞

＜
レ

ヴ
ァ

＞

消費者物価上昇率と月額平均賃金

月額平均賃金 消費者物価上昇率

-60

-40

-20

0

20

40

60

日本の対ブルガリア投資

(単位：百万ユーロ)

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

1985
1986
1987
1988
1989
1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999
2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009
2010
2011
2012
2013
2014

（
千

円
）

日本の対ブルガリア貿易の推移

対ブルガリア輸出

対ブルガリア輸入



12

ブルガリア主要経済指標 （出典：中央銀行）

＜GDP成長率と国民一人当たりGDP>

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2015 Q1 Q2 Q3

GDP成長率 (％) 6.2 -5.0 0.1 1.6 0.2 1.3 1.6 - 3.3 2.8 3.0

GDP per Capita (BGN) 9,090 9,007 9,793 10,673 11,162 11,275 11,561 - - - -

＜財政収支＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2015 Q1 Q2 Q3

財政収支 （million BGN) 1,156.7 -2,960.6 -2,328.0 -1,589.7 -508.4 -640.1 -4,826.1 - 220.8 832.2 130.6

財政収支GDP比 (％ of GDP) 1.7 -4.2 -3.2 -2.0 -0.6 -0.8 -5.8 - 0.3 1.0 0.2

＜失業者数及び失業率＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2015 Jan Feb Mar Apr May June July Aug Sep Oct Nov Dec

失業者数 （千人） 232 338 342 342 376 386 351 329 364 361 362 350 332 316 310 307 303 313 324 329

失業率 （％） 6.3 9.1 9.2 10.4 11.4 11.8 10.7 10.0 11.1 11.0 11 10.7 10.1 9.6 9.4 9.3 9.2 9.5 9.9 10.0

＜消費者物価上昇率と月額平均賃金＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2015 Jan Feb Mar Apr May June July Aug Sep Oct Nov Dec

消費者物価上昇率 （％） 7.8 0.6 4.5 2.8 4.2 -1.6 -0.9 -0.4 -0.4 0.2 0.4 0.7 -0.2 -0.9 -0.2 0.0 -0.1 0.2 -0.1 0.0

月額平均賃金 (BGN) 545     609     648     686 731 775 822 - 856 839 882 897 873 868 879 858 885 902 905 937

＜対外債務＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2015 Jan Feb Mar Apr May June July Aug Sep Oct Nov

政府部門対外債務 (million EURO) 3,935.9 4,208.3 4,326.9 4,205.0 4,578.9 4,062.2 6,552.0 - 6,164.5 6,095.5 6,952.2 6,721.2 6,628.0 6,530.6 6,471.4 6,345.6 6,190.6 6,076.6 6,076.5

民間部門対外債務 (million EURO) 33,310.6 33,608.2 32,699.4 32,089.8 33,134.6 32,873.4 32,804.4 - 32,662.3 32,761.1 32,464.8 32,046.2 29,074.7 29,065.7 28,249.4 28,162.9 28,186.2 28,249.0 28,465.8

＜対内直接投資と貿易収支＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2015Jan Feb Mar Apr May June July Aug Sep Oct Nov

対内直接投資 (million EURO) 6,727.8 2,436.9 1,169.7 1,476.3 1,320.9 1,383.7 1,285.4 - 271.0 502.7 630.8 842.2 818.1 980.3 1,081.1 1,290.0 1,308.0 1,370.3 1,467.0

貿易収支（FOB） (million EURO) -8,597.7 -4,173.9 -3,532.7 -2,648.0 -3,947.2 -2,890.7 -2,734.6 - -122.6 -380.6 -507.1 -683.0 -799.6 -903.3 -1,148.3 -1,105.3 -1,190.6 -1,378.5 -1,645.7

輸出（FOB） (million EURO) 15,204.0 11,699.2 14,180.6 19,055.7 19,667.6 21,208.0 21,016.5 - 1,625.9 3,276.6 5,218.2 7,129.8 8,964.5 10,925.4 12,908.1 14,760.9 16,608.0 18,574.8 20,528.3

輸入（FOB） (million EURO) 23,801.7 15,873.1 17,713.3 21,703.7 23,614.8 24,098.7 23,751.2 - 1,748.5 3,657.2 5,725.3 7,812.8 9,764.1 11,828.7 14,056.5 15,866.2 17,798.5 19,953.3 22,174.0


